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【本稿の概要】

　本判決は、特許法102条２項（侵害者の利益相当額）、特許法102条３項（実施料相当額）に基づく損害
額の算定方法及び考慮要素について判断した。
　特許法102条２項については、限界利益を算定するために控除できる経費を「侵害者において侵害品を
製造販売することによりその製造販売に直接関連して追加的に必要となった経費」のみとし、「利益全額
について同項による推定が及ぶ」と解し、推定覆滅事由として、「侵害者が得た利益と特許権者が受けた
損害との相当因果関係を阻害する事情…。また、特許発明が侵害品の部分のみに実施されている場合…」

≪知的財産高等裁判所特別部≫
特許権侵害差止等請求控訴事件

（「二酸化炭素含有粘性組成物」事件－特許法102条２項、３項に基づく損害額の 
算定方法及び考慮要素について判断した知財高裁大合議判決）［上］（全２回）

−知財高判（大合議）平成30年（ネ）第10063号、令和元年６月７日判決言渡（高部裁判長）−
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という二段階を判示した。
　特許法102条３項については、令和元年新法特許法102条４項を先取りして、「特許権侵害をした者に対
して事後的に定められるべき、実施に対し受けるべき料率は、むしろ、通常の実施料率に比べて自ずと
高額になるであろうことを考慮すべきである。」と判示し、料率を定める具体的方針として、「①当該特許
発明の実際の実施許諾契約における実施料率や、それが明らかでない場合には業界における実施料の相
場等も考慮に入れつつ、②当該特許発明自体の価値すなわち特許発明の技術内容や重要性、他のものに
よる代替可能性、③当該特許発明を当該製品に用いた場合の売上げ及び利益への貢献や侵害の態様、④
特許権者と侵害者との競業関係や特許権者の営業方針等訴訟に現れた諸事情を総合考慮して、合理的な
料率を定めるべき」とした。
　最終的には、控訴人キアラマキアート以外は、特許法102条２項に基づいて算定した損害額が、特許法
102条３項に基づいて算定した損害額を上回ったため、特許法102条２項に基づいて算定した損害額が認
容された。控訴人キアラマキアートについては、特許法102条３項に基づいて算定した損害額が、特許法
102条２項に基づいて算定した損害額を上回ったため、特許法102条３項に基づいて算定した損害額が認
容された。本判決は、大合議判決として特許法102条２項及び３項について判示した知財高裁の意見表明
であるから、今後の実務上極めて重要な意義を有すると思われる。

【①特許法102条２項（侵害者の利益相当額）＋考察】

１．条文（特許法102条２項）
「特許権者又は専用実施権者が故意又は過失により自己の特許権又は専用実施権を侵害した者に対し

その侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の行為により利
益を受けているときは、その利益の額は、特許権者又は専用実施権者が受けた損害の額と推定する。」

２．特許法102条２項が適用されるための要件
（判旨抜粋）「特許権者に、侵害者による特許権侵害行為がなかったならば利益が得られたであろう

という事情が存在する場合には、特許法102条２項の適用が認められると解すべきである。」
本大合議判決の事案では、特許権者も本件発明１－１及び２－１の技術的範囲に属する製品を製造・

販売していたから、実質的な争点ではなかった。
過去の重要裁判例として、知財高裁（大合議）平成24年（ネ）第10015号「ごみ貯蔵機器」事件は、「…

特許法102条２項は、民法の原則の下では、特許権侵害によって特許権者が被った損害の賠償を求め
るためには、特許権者において、損害の発生及び額、これと特許権侵害行為との間の因果関係を主張、
立証しなければならないところ、その立証等には困難が伴い、その結果、妥当な損害の塡補がされな
いという不都合が生じ得ることに照らして、侵害者が侵害行為によって利益を受けているときは、そ
の利益額を特許権者の損害額と推定するとして、立証の困難性の軽減を図った規定である。このよう
に、特許法102条２項は、損害額の立証の困難性を軽減する趣旨で設けられた規定であって、その効果
も推定にすぎないことからすれば、同項を適用するための要件を、殊更厳格なものとする合理的な理
由はないというべきである。したがって、特許権者に、侵害者による特許権侵害行為がなかったなら
ば利益が得られたであろうという事情が存在する場合には、特許法102条２項の適用が認められると解
すべきであり、特許権者と侵害者の業務態様等に相違が存在するなどの諸事情は、推定された損害額
を覆滅する事情として考慮されるとするのが相当である。…特許法102条２項の適用に当たり、特許権
者において、当該特許発明を実施していることを要件とするものではないというべきである。…原告は、
コンビ社との間で本件販売店契約を締結し、これに基づき、コンビ社を日本国内における原告製品の
販売店とし、コンビ社に対し、英国で製造した本件発明１に係る原告製カセットを販売（輸出）してい
ること、コンビ社は、上記原告製カセットを、日本国内において、一般消費者に対し、販売している


